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質問タイトル（大項目） 

 

 

質問項目（中項目） 

 

 

具体的質問内容（小項目） 

 

 

1 持続可能な地域のまちづく

りについて 

 

全国的に自治会加入率の低

下が課題となっている中、本

市においても同様に自治会加

入率は減少傾向にある。 

地域において最も大きな住

民団体である自治会の加入率

低下は地域活動の縮小などへ

とつながり、地域コミュニテ

ィの希薄化から安全で安心な

地域生活の環境維持に大きく

影響を及ぼすと考える。また、

行政だけでは行き届かないこ

とも自治会と協力することで

充実が図られるなどの面での

影響も懸念される。このよう

な現状から自治会を中心に持

続可能な地域づくりについて

伺う。 

(1)本市の自治会の現状と行

政の関わり 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)情報格差への対応 

 

 

 

 

①本市の自治会加入率は 2015 年に 77.3%であったが、2025 年 4 月 1 日には 65.61%

と減少している。加入率が低下している本市の要因についてはどのように分析し

ているか伺う。 

 

②人口減少や高齢化率の高まりに伴い、連区自治会運営の担い手不足や加入率の低

下による活動範囲の縮小が懸念される。加入率向上の取組として、市窓口におい

て転入者に対し自治会紹介のチラシをお渡ししているが、最大の地域コミュニテ

ィである自治会の持続可能性の向上に行政としてどう関わっていくべきと考えて

いるか伺う。 

 

①令和 7 年 4 月 1 日現在、自治会加入率が高い地域は 84.96%だが、低いところでは

54.1%である。こうした状況から情報格差への対策も必要と考える。現在、行政か

ら各連区自治会にご協力をいただき周知等を行っている地域向けの情報について

は、広報に掲載されないものもある。自治会未加入世帯へは回覧板が回らず、ま

た、WEB などでも公開されていない場合には行政からの情報が十分に届いていない

可能性があるが、この状況をどのように認識し、未加入者に対してどのような方

法で情報を伝えているか伺う。 

 

②市から住民への情報について、広報・全戸配布・回覧板など、どのような方法で

伝達をするのか全庁的な基準はあるか伺う。 
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質問タイトル（大項目） 

 

 

質問項目（中項目） 

 

 

具体的質問内容（小項目） 

 

 

 (3)デジタル化の推進と支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)地域主体の課題解決団体

に対する行政の役割 

①現在、連区自治会の中には WEB や SNS などを活用し、回覧板の内容や地域イベン

ト情報、活動状況などの情報発信を行う自治会もある。行政にとってはデジタル

化が進むことで各種情報や災害時の地域情報の共有、情報格差の解消等にも役立

つと考えるが、デジタル化の有効性をどのように認識しているか伺う。 

 

②自治会をはじめとする地域活動のデジタル化は迅速な情報伝達だけではなく、WEB

などで公開することで、インタ－ネット環境があれば多くの方が情報を得られる。

自治会活動や地域情報を知り、地域への理解の深まり、参加意欲の向上や住民同

士の新たなコミュニケーションが生まれることも考えられるなどその効果は大き

いと考える。デジタル化は各自治会の自主判断ではあるが、行政としてデジタル

化の推進と支援体制を整える必要があると考えるが見解を伺う。 

 

①地域団体の担い手不足や固定化、高齢化が課題とされる中、若年層、企業、移住

者など新たな主体の参画を促進するための具体的な支援策はあるか伺う。 

 

②地域では防災や福祉分野などにおいても、地域活動団体の力で住民が安心な日常

生活を送るための課題への取り組みがされている。主体は連区自治会以外にも専

門的な知識を持つ団体など様々存在するが、多様な主体の連携・協働を促進する

ため行政としてどのような役割を果たしていくか伺う。 
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(5)今後の方向性 

③複雑化・多様化する地域課題に対応するため 2024 年 9 月 26 日に施行された改正

地方自治法において、住民が日常生活を営むために必要な環境の持続的な確保に

資する活動を行う団体などを市町村が「指定地域共同活動団体」に指定できる制

度を創設したが、本市ではその活用についてどのような見解か伺う。 

 

①これまで地域に住む人々が自分たちの暮らしをより良くするため、防災や防犯、

地域福祉や、環境美化、住民同士のつながりづくりなど、行政だけではいき届か

ない課題を地域活動団体が力を合わせて支え解決してきたが、自治会加入率低下

をはじめ地域の担い手不足などの課題がある。この現状をどのように認識し、今

後の地域づくりの在り方についてどのような見解か伺う。 


